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労働金庫における規模と範囲の経済性
書　間　文　彦
はじめに
　大蔵大臣の諮問機関である金融制度調査会は，約6年にわたる検討を経て，
昨隼（1991年）6月に，金融の自由化に伴う日本の今後の金融制度のあり方に
関する答申一新しい金融制度について一を公表した。もとより銀行と証券
との相互参入問題がこの金融制度見直しの中心であるが，それ以外の金融機関
についてもさまざまな提言がこの答申には含まれている。本稿で対象とする労
働金庫が含まれる協同組織金融機関もそのひとつである。答申では，協同組織
金融機関に関して，1989年5月にまとめられた金融制度調査会・金融制度第一
委員会の中間報告に基づいて，金融自由化の進展や金融二一ズの多機化に対応
するためにさまざまな業務の拡大を提言している。
　こうした中にあって，労働金庫は全国各県に散在する労働金庫と労働金庫連
合会との一本化構想を進めている。この一本化構想の狙うところにはさまざま
あろうが、一本化を通して，経営資源の統合化・効率化をはかり，規模の経済
性および範囲の経済性を追求するということも大きな狙いの一つであろう。そ
こで，本稿の目的は最近のデータに基づいて，この労働金庫における規模と範
囲の経済性を検証することである。先に筆者（1992）はそのサーベイをまとめ
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たが，金融制度改革，とりわけ業務範囲規制の撤廃間題が緊要な問題となるに
つれて，金融機関における規模および範囲の経済性に関する実証研究が近年盛
んに行われるようになった。本稿の研究はそうしたこれまでの実証研究に多く
を負っている。第1節では，労働金庫の特徴，金庫を取り巻く最近の状況，お
よび金庫の一本化構想などについて概観する。第2節では本稿で採用する費用
関数の検定方法などについて述べる。第3節では労働金庫について行った実証
結果を紹介し，要約する。そして最後の第4節では，本稿での実証研究に関す
る結論とともに若干のコメントを述べる。
1　労働金庫の特徴と現状
（1）労働金庫の特徴と現状
　労働金庫は昭和28年の「労働金庫法」の施行によって，旧来の信用協同組合
が組織替えをして，設立されたものである。労働金庫は協同組織金融機関のひ
とつであって，各労働金庫の地区は原則として都道府県ごとに区分されている。
労働金庫は会員制であり，各金庫の会員になりうるのは，それぞれの地区に住
所を置く労働組合等労働者の団体，生活協同組合，労働者個人である。労働金
庫の主力会員は労働組合であるが，各労金の地区内にとどまるローカル型の労
働組合の他，地区の範囲をある程度越えている労働組合や全国にまたがる労働
組合といった広域型労働組合があり，組合数や取引実績では後者の比重が圧倒
的である。その営業基盤が各地に限定されている各金庫の主力会員が広域型労
働組合であるということはそれ自体ひとつの矛盾をはらんでいるとも解釈でき
ようω。
　労働金庫の行う事業についてはこれを営利を目的としてはならず，会員の相
互扶助を目的として，労働者の生活向上のための金融サービスの提供を主たる
業務とすることがr労働金庫法」でうたわれている。平成3年末現在，金庫数
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表1－1　投資ポートフォリオ
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54年度 55年度 56年度 57年度 58年度
預　け　金 511，506453，635740，468810，57398I，792
18．1 14．工 20．4 20．2 22．2
金融機関貸付等 工66，394261，664 78，570 79，317 57，468
5．9 8．2 2．2 2 1．3
金銭信託等 234 258 8，541 34，696 39，5920 0 0．2 O．9 0．9
有価証券 366，377531，095698，845870，1881，025，92013 16．6 19．3 21．7 23．2
貸　出　金 1，777，771，960，4612，096，1252，20ユ，0262，303，157
63■ 61．1 57．9 54．9 52．1
そ　の　他 0 o 0 14，655 15，1440 0 0 0，4 0．3
運用資金計 2，822，282＝3，207，113，622，5494，010，4554，423，073
59年度 60年度 61年度 62年度 63年度
預　け　金 1，ユ64，9161，324，7031，527，5651，835，092，119，529
23．9 24．6 26，2 29．8 32．3
金融機関貸付等 9ユ，221 125，699124，152111，817141，208
1．9 2．3 2．ユ 1．8 1．8
金銭信託等 87，585 204，868394，986399，212385，214
1．8 3．8 6，8 6．5 5．9
有価証券 1，063，351，133，9751，157，8681，141，8211，093，6552L81 21．1 19．9 18．5 16．6
貸　出　金 2，μ4，350■2，576，4972，610，2042，656，8202，835，156
50．2 47．9 44．8 43．1 43．2
そ　の　他 15，196 15，182 15，132 15，161 15，280
0．3 O．3 O．3 0．2 0．2
運用資金計 4，866，6195，380，9245，829，9076，159，9236，570，042
（桂〕下段は繕成比（％）を示す何
データ出所：金国労働金庫協会峻国労働金庫経営分析表』（各隼版〕
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労金のポートフォリオ構成比
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図1－3　経常収益（合計）の推移
35
単位・1O億
　　450
400
350
300
250
200
150
53　　　　54　　　　55　　　　56　　　　57　　　　58　　　　59　　　　60　　　　61　　　　62　　　　63
　　　　　　　　　　　　　年度
は各都道府県に1つずつ（ただし，大阪府は2行，島根，鳥取両県でユ行），
全国で47行あり，会員は約26万7千（団体会員数約6万2千），団体会員の間
接構成員数は約1千万である。
　労働金庫の主たる資金調達源は会員からの預金であり，昭和63年末で，約6
兆円に上り，その約87％が定期性預金からなっている。一方，資金運用は表1
－1に示したように，貸出（会員向けの生活資金・住宅資金貸出および住宅事
業貸出），有価証券および金銭信託等および連含会への預け金からなってい
るω。図1－1は表1－1をグラフ化したものである。これをみると，最近に
なるにつれて貸出の比重が低下する一方で，預け金の比重が上昇していること
がわかる。そして連合会はその資金を主として有価証券に投資している（3〕。図
ユー2は貸出に焦点をあて，預貸率の向をグラフ化したものであ乱また図1
－3は労金全体の経常収益の推移を示したものだが，これを見ると全体として
は1986年度以降減少傾向にあり，これらからも労金の厳しい状況がうかがえよ
う。
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（2）労働金庫を巡る課題　　業務拡犬と一本化構想一
　労働金庫の主たる事業分野である家計部門は本来資金余剰部門であり，さら
に上にみたように貸出の比重は低下の傾向にある。また，預金金利の自由化，
新金融商品の開発等にともない，家計の金融マインドも強まり，さらに高齢化，
ライフスタイルの変化などにともなって，金融二一ズも多様化している。こう
した状況のなかで，かつ金融機関同士の競争も激化していくなかで，労働金庫
が今後も健全な発展を遂げることは必ずしも容易なことではないと思われる。
こうした厳しい状況が予想される労働金庫を含む協同組織金融機関の今後のあ
り方について，1989年5月に公表された，金融制度調査会・金融制度第一委員
会のr中間報告一一協同組織形態の金融機関のあり方について一』では以下
のような提言を行っている。すなわち，
（1）地縁・人縁を基盤とした，会員または組合員の相互扶助を基本理念とす
　る協同組織金融機関は小規模かつ多数の会員という「対象の専門性」から，
　今後とも独自の金融機関として存続することが望ましい。
12〕同時に，会員の金融二一ズの多様化に対応するために，新規業務の遂行
　能力を十分検討して，経営の健全性を確保しつつ，業務範囲の拡大（員外
　取引の拡大，情報提供・コンサルティング業務等）を図っていくことが望
　まれる。さらに，経営基盤の強化などのため規模の拡大が要請されること
　を考慮し，合併なども積極的に検討すべきである。
（3〕今後の金融自由化の進展等に対応して，単位組織の援能を補完するため
　の手段として，連合会組織の機能強化が考えられ，例えば，外国為替，国
　債などの窓口販売および公共債ディーリングなどの新業務を導入すること
　が適当と考えられる。さらに連合会の自己資本充実のために債券発行が検
　討されるべきである。
36
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　r中問報告』に示された以上のような協同組織金融機関の今後の方向性に関
する提言は，昨年の答申にも受け継がれており，労働金庫については，『中間
報告」で提言された業務範囲の拡大の多くが答申にも盛り込まれている。具体
的には例えば，員外貸出範囲の拡大については一部実施されており，また国債
等の窓口販売・ディーリング業務，信託業務については本体または証券子会社
の設立によって，さらに外国為替業務および構成員以外の者を対象とする有価
証券等の保護預り業務については本体業務として制度改正が進められる予定で
ある。また労金連合会による債券発行については引続き検討される方向が決
まっている。
　こうした業務多様化とは別に，労働金庫は1960年代後半から，効率化戦略，
あるいは生き残り戦略として「一本化構想」を掲げており，昨年労働金庫と関
係当局（大蔵省）との間で検討されている。牧田（1991）によれば，「一本化
構想」とは「全国47労金と労金連合会が合併手続きによって合体し，全国一円
を営業地域とする新しい労金をつくることである。……もう少し具体的に言う
と，第一に全国の会員が新労金のもとに統合されること，第二に法的必要機関
（総会，理事会，代表理事）がワンセットに集約されること，第三にすべての
経営資源が一元的に管理されことなどである。つまり，労金全体の経営体制が
協会・連合会を中核とした現在の連合的なあり様から，単一的なあり様に変わ
る訳である。」
　こうした一本化構想の背景のひとつには，先述したように，従来の営業区域
が限定された各労働金庫では，主力会員である広域型労組の全国統一的サービ
スの要求に対応することが困難になっていること，さらには，金庫間の規模格
差や経営格差が大きく，金庫聞での調整が次第に困難になっていることが挙げ
られよう。また，図1－2に示されている預貸率の低下に対応して，預証率が
高まり，そのリスク管理が枢要なものとなってきており，集中的なリスク管理
の必要性が認識されるようになってきた点も背景のひとつに挙げられよう。こ
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うした背景から，全国各労金と連合会を統合・一本化して，経費節減，劾率化
の促進をはかると共に，リスク管理の徹底化や全国統一的なサービスの提供に
よって，労金として生き残ろうとするのがこの「一本化構想」の狙いとすると
ころであろう。しかし，かつて合併の認可申請の段階までいって頓挫した経緯
もあり，今後の関係当局との話合い，あるいは金庫内部での語合いを通して，
この「一本化構想」がどのように具体化するか興味あるところである。以下で
行なうような規模と範囲の経済性の検証は「一本化構想」や業務多様化といっ
た今後の労金のあり方を検討する上で，なんらかの意味を持つものと言えよう。
2　トランスログ型費用関数の推定と規模および範囲の経済性
（1）　トランスログ型費用関数
　先に述べたように，わが国の金融業における範囲の経済に関する実証研究は
近年盛んになっているが，それらの実証研究の殆どは，従来のコブ・ダグラス
型費用関数よりも制約がなく，より一般的な関数であるトランスログ型の費用
関数を推定して，検証するという方法をとっている。そこで本稿でも同様のア
プローチを採用し，とくにこれまでの実証研究のなかから，代表的な研究であ
る首藤（1985），粕谷（1986）および村上（1989）を選び，そこで採用された
3種類のトランスログ型費用関数の特定化を労働金庫について試み，規模およ
び範囲の経済性の検証を行った。これはまた異なった費用関数と検証方法を全
く同一のデータに適用したとき，どのような結果が得られるかという点でも興
味があろう。
　そこでまず，トランスログ型費用関数について要約しておこう。いま，費用
最小化の結果得られた，複数生産物の費用関数を一般的に，
　　　Cイ（K刊
とする。ここで，0は費用，γは産出量ベクトル，Pは要素価格ベクトルであ
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る。トランスログ型費用関数はこの一般的な費用関数の局所的な2次近以式と
して，以下のような対数関数で示される。
・一α・ξα洲・～β伽（1／2）粋・肋十（1／2）苓亭δ榊
十ΣΣσ〃伽
　｛　正
（2－1）
ここで，小文字（加，ツ｛）は自然対数を表す。このトランスログ型費用関数が
We11－behavedな関数であることを保証する条件として，費用最小化の仮定か
ら導出される，関数の要素価格に関する凹性の他に，以下のようなパラメータ
に関する制約が課されるのが普通である＝4〕。
（1）仰＝γゴ包，δH＝δ胱，σ概＝舳　　（交差項の対称性）
（2）Σβ止＝1，Σδ炉0，Σσ炉0
　　比　　　　　　　比　　　　　　　　店
（要素価格の1次同次性）
（3〕∂C／∂伽〉O （単調性）
ここでさらに，一般的には生産物の費用に関する同次性が仮定され，次の制約
条件が付加される。
（4）Σ仰＝O，Σσ肋＝0
　　ゴ　　　　　　｛
　さてこのようにして与えられたトランスログ型費用関数のもとで，規模およ
び範囲の経済性の存在を検証するための条件は以下のように示される。
1　全生産物に関する規模の経済性の条件（ESA）は，
EsA＝1一Σ（∂c／aγ｛）
　　　　　｛
（2－2）
39
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で示される。
2　範囲の経済性の条件は定義にしたがえば，
∂c／∂γ｛∂η＝（C／K巧）｛（∂C／妙｛∂〃）
　　　　　　十（∂C／∂ツ・）（∂C／∂ツ3）1＜o （2－3）
で与えられるが，そのための十分条件として費用の補完性（ESO）を検証する
ことができる。すなわち，
ESO＝｛（∂C／∂ツ｛∂ツゴ）十（∂C／∂仰）（∂C／∂ツ3）｝＜o （2－4）
に置き換えて検証することができる｛5〕。
（2）データ（出所：丁全国労働金庫経営分析表」）
　（1）で述べたトランスログ型費用関数の推定を通して，労働金庫における規
模の経済性および範囲の経済性を第3節で検証することになるが，本稿ではこ
れまでの諸研究を参考に，以下のような諸変数を採用した。すなわち，費用C
は緩営費用をとり，生産物は2種類とし，γ1を経営収益のうち貸出金利息を，
γ・をそれ以外の経常収益とした。表1－1からわかるように，γ・には連合
会への預け金利息，信託利益金，有価証券利息配当金および有価証券売去口益
などが含まれる。要素価格は通例にしたがい以下のように，3種類，すなわち
1・1を人件費価格，P・を物件費価格そして1・呂を資金調達費価格とした16〕。
人件費価格（Pl）工人件費■常勤役職員数平均
物件費価格（1〕。）＝物件費／動産・不動産平残
資金調達費価格（P・）＝（預金利息十譲渡性預金利息十借用金利息）
　　　　　　　　　　　／（預金十譲渡性預金十借用金）
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また，本稿ではトランスログ型費用関数の近似は平均値においてなされたもの
とし，生産物および要素価格はそれぞれの平均値を差し引く形で標準化してあ
る。
（3）費用関数の特定化
（3－1）首藤型費用関数の特定化
　最初に首藤（1985）の用いた費用関数の特定化を検討しよう。首藤の特定化
では，データの制約から要素価格を除いている。すなわち，要素市場は完全競
争市場と仮定している。交差項の対称性を組み込んだ首藤の費用関数（以下，
SUTOUと示す）は次式で示される。
c＝Do＋1）1γ1＋1）望γ2＋（1／2）D3γ12＋（1／2）D4γ22＋1）5γ1γ2
（2－1）
首藤は生産物変数の標準化を行っておらず，首藤は全生産物の費用の弾力性
（∫）を，推定された係数を用いて，
∫＝1－11）1＋1）2＋1）3γ］十1）4γ2＋1）5（γ1＋γ童）1 （2－6）
と計算し，このSの1からの差の平均に関するt検定によって規模の経済性を
検証している。範囲の経済性の検証についてもその十分条件としての費用の補
完性（助を
冴＝1）…十（Dl＋D茗γ1＋D5γ2）（D芸十1）4γ2＋1）5γ1）（2－7）
で計算し，この値の平均に関するt検定を採用している‘7〕。
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　本稿でも同様の回帰式（SUTOU）を推定しているが，規模の経済性につい
ては費用の弾カ性の1からの差（SESA）を，範囲の経済性については費用の
補完性（SESO）を近似点（平均値）で評価し，それらの値についてWald検
定を行っている。この検定法は他の場合にも共通して用いられる俺㌧
（3－2）粕谷型費用関数の特定化
　粕谷（1986）では，適切な性質を持つ費用関数として，要素価格を導入した
次のような式（以下，KASUYAと示す）を採用している。
c＝0〇十01γ1＋02γ2＋（1／2）03γ12＋（1／2）c3γ12－c3γ1γ2
　　＋α1〕、十0．1〕。十C．P。　（1＝C。十C。十C。）　　　（2－8）
ただし，この式には，交差項の対称性，要素価格に関する1次同次性および生
産物に関する同次性がすでに組み込まれている。粕谷はこの推定式を用いて，
近似点（平均値）での費用の弾力性をもとめ，それらについて尤度比検定を
行っている（9〕。
　本稿でも同一の回帰式（KASUYA）を推定し，費用の弾力性のユからの差
（KESA）および費用の補完性（KESO）についてWa1d検定を行っている。
（3－3）村上型費用関数の特定化
　村上（1989）はシェパードの補題を用いて，各要素のシェアー方程式を加え
て，Seemi㎎ly　mrelated　regression（以下，SURと示す）による同時推定を
行っている血o。そして粕谷と同じく生産物および要素価格変数は平均値からの
差をとっており，費用の弾力性および補完性についても近似点（平均値）での
値で検定しているω。本稿でもシェアー方程式を加えて同時推定を行う。推定
法としては，村上が用いたSURと反復ZellnerE血cient推定法（以下，IZEF
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と示す）を採用した鯛。そして近似点（平均値）で評価した費用の弾力性の1
からの差（ESA）および費用の補完性（ESO）についてはこれまでと同様，
Wald検定で行っている。
　そこで，交差項の対称性，要索価格に関する1次同次性および生産物に関す
る同次性を組み込んだトランスログ型費用関数とシェアー方程式を以下に示す。
C二λo＋λ1γ1＋んγ2＋λ3（1〕1－P3）十λ4（P2－P3）
　　十B111（1／2）γ12一γユγ。十（1／2）γ。㍉
　　十Bi．1γ11・1一γlPヨ十γ2γ。一γ2Pl1
　　＋B131γ1P2一γlP彗十γ2P宮一γ21〕21
　　＋B。。1（1／2）P1」PlP。十（1／2）P．21
　　＋B．31P11〕2－P．Pr1〕11〕32＋P321
　　＋B。茗1（1／2）P呈」P望P。十（1／2）P．21 （2－9）
∫工＝λ彗十812（γ1一γ2）十B2茗（1〕2－1〕3）十B22（Pi－P3）（2－10）
∫κ＝ん十B13（γ、一γ2）十B23（Pl－Pヨ）十B3君（Pr1〕3）（2－11）
ただし，SLは労働シェアー関数，SKは資本シェアー関数であり，資金シェ
アー関数は独立でなくなるので除き，上の3本の方程式体系の同時推定を行っ
た。以上が本稿で採用する費用関数と検証方法の概要である。
3　労働金庫における規模と範囲の経済性の検証結果について
各費用関数とそれに基づく規模および範囲の経済性の推定を昭和53－63年度
にわたって行った。ここでは紙幅の関係から，直近の昭和63年度の推定式の結
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果のみを表3－1に示してある。表から明かなように，推定結果はすべての
ケースについて概ね良好である。各係数の符号条件もほとんどすべて満たされ
ている。SURおよびIZEFにおいてBll，B・・およびB・・の推定結果に若干の
疑問が残るが，それを除けば他に問題はない。他の年度の推定結果も基本的に
同様であり，決定係数から判断すれば，むしろここに掲げた昭和63年度の推定
結果がすべての計測年度のなかで一番不良であると言える。
　推定結果全体で特微的なことの一つは，とくに両生産物の係数についてであ
る。すなわちどの推定式でも，貸出金利息（γ・）の係数は計測年度初期では，
0．6－O．7程度であったものが，近年になるにしたがって低下し，逆に貸出金利
息以外の経常収益（γ・）の係数は当初0．2－0．4程度であったものが次第に上
昇し，昭和60隼度以降逆転したが，昭和63隼度にその傾向に一応の歯止めがか
けられてい㌫この背景は判然としないが，先にみたように貸出および預貸率
の趨勢的滅少の傾向が63年度にわずかにブレーキがかかっていることに対応し
ているのかもしれない。
　表3－2は各推定式に基づく規模の経済と範囲の経済性の検定結果を昭和53
－63年度にわたって示したものである。ESA（1），ESA（2），KESAおよびSESA
の各行の上段は，規模の経済性（ESA）を検証するためのものであり，近似点
（平均値）で評価された全生産物の費用に関する弾力性の1からの差を示して
いる。ESA（1）はIZEFの推定結果から得られた値であり，以下ESA（2）は
SUR，KESAはKASUYA，SESAはSUTOUの推定結果から，それぞれ得られ
た値である。この値がプラスであれば規模の縫済性が存在しうることを意味す
る。またESO（1），ESO（2），KESOおよびSESOの各行は，範囲の経済性を検
証するために各々の推定式から求めた費用の補完性（㎜O）を示す。この値が
マイナスであれば，範囲の経済性が存在しうることを意味する。各行の下段は
その上段の値に関するWald統計量（自由度1の〆値）を示す。各ESAお
よびESOの値が0に等しいという帰無仮説に関する有意水準1％，5％，
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10％の〆の臨界値は表の注に示してある。また，図3－1，2は各ESAお
よびESOの値をグラフ化したものである。
　これらの表およびグラフからわかるように，範囲の経済性については，
表3－1　推定結果（昭和63年度）
IZEF SUR KASUKA SUTOU
AO 15．894 A0 15，903 C0 15．893 D0 15．892
0．012462 0．011479 0．012374 0．013663
A1 O．39064 A1 0．40021C1 0．39379D1 O．46897
O，03087 0．026598 O，026593 O，037819
A2 O．53592 A2 O．55755C2 0．57661D2 0．52342
0．03148 0．0279 O．02816 0．039043
A3 0．19579 A3 0．19643C3 O．16248D3 0．28615
0．0036105 O．003363 0．093287 0．11487
A4 0．1242 A4 0．12377C4 0．56841D4 0．12639
O．003334 0．0037245 0．13739 0．098653
B11 O．062651B11 O．046712C5 O．022566D5 一〇．20728
O．06396 0．080476 0．093758
B12 0．022715B12 0．022038C6 0．40902
0．0094476 0．O088496 O，13833
B13 0．029504B13 0．028058
O．0087006 0．0097806貢2 0．989534艮2 O．98917
B22 O．1958 B22 0．15464
O，034172 0．043706
B23一0．017849B23一〇．003021
0．0088325 0．O10812
B33一〇．021569B33一0．019367
O．0096207 0．011818
艮2 O．988175貢盆 0．988438
■R2（SL） O．21238貢2（SL）0．266708
貢2（SK）O．1ア73299LR2（SK）0．171293
（注）
｛1〕重2は自曲度修正済決定係数である右
ω　各係数行の上段は撞定値，下段は標準垣差である。
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各推定式に基づく規模および範囲の経済性（昭和53－63隼度）
53 54 55 56 57 58
ESA（1）一〇、0ユ8218一0．021458一0．021038一0．011812一〇、020603一0．019871
21．218 32．4ユ59 6．635882．8204 12．1704 7．3008
ESA（2）0．009903．00841640．0100380．016046O．00495710．0087355
1．4557 0．9718 O．9931 3．2324 0．3311 O．9595
KESA0．01058O，004443O，0315960．038062O．035071O．03ユ222
2．8264 O．6658 ユ1．847222．860226．456415．5804
SESA0．0005973O．000412O，0238170．0280870．024121O．023622
3．9589 2、ユユ91 7．3312 12．610210．23 ユ0．5876
ESO（1）0．0797170．098862O．040303O．079725O．069634O．06743
ユ3．3189ユ9．9184 1．2853 7．3942 5．3544 2．ユ201
ESO（2）0．081552O．0613470．0298740．099719O．089474O．078173
3．0092 1．4252 0．4624 7．3744 4．2313 1．9215
KESO一0．008636一0．022695一〇、056343一0．022328一0．020878一一0．036378
6．3615 O．5ユ76 1．9854 0．4391 O．3604 O．5416
SESO0．0229950．017623一〇．0154010．023002O．018754一0．01ユ548
191．71ユ7117．0508O．1635 C．4591 0．2307 0．0622
59 60 61 62 63
ESA（1）一0．013749一8．0078150．032809．060990．07344
2．5157 O．8744 9．4496 36．726246．259
ESA（2）0．0202520．017591O，0259410．0360490．042234
4．0729 3．7881 5．0875 9．1938 9．4028
KESAO．0356I10．03175O，035122O．042398O．029603
21，366ユ16．693 10．7042 9．4064 3．5036
SESAO．0240770．Oユ8909O．021704．017870．O076046
11．3224 8．4ユ48 4．4523 2．6272 0．2169
ESO（1）0．Cg08510．132680．096219O．122250．1467
2．5332 6．7172 3．544 5．4484 5．43ユ7
ESO（2） 0，082ユ54O．142810．118350．15866O．17643
1．5086 6．7332 4．7243 6．7463 4．9542
KESOO．011723O．059298O．0172760．0576ユ9O．064584
OI05621．5276 O．1061 0．6313 0．4936
SESO0．00882770．048064O．0530160．0307760．038915
0．0352 1．2864 1．0672 O．2861 0．1724
注　11〕各行の上段は各推定式によるESA．ESOの携定値，下段はW且1d統言†量（自曲度1の兀2値）である。
　　伽　有意水準1％、5％およびlO％のπ2の臨界値はそれぞれ6．63，3．脳およぴ2．71である。
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KESO，SESOにおいてのみマイナスの値をとるケースが若干見られるが，どの
場合も有意ではない。したがってどの推定式においても範囲の経済性の可能佳
は検証されず，むしろ範囲の不経済の存在が示唆されていると見るべきかもし
れない。一方，規模の経済性については，IZEFのESA（1）では規模の不経済
が検出された年度が多いが，その他はほぼ全般的に規模の経済性の存在を示唆
する結果が得られた。とくに，昭和61，62年度では全ての推定式で有意な結果
が得られており，少なくともこの期問については規模の経済性が働いていたと
みてよいのではないだろうか。ただし，63年度ではSESAの有意性が低下し
ているo笥。
4　結　語
　本稿では，わが国の金融業における規模と範囲の経済性に関するこれまでの
実証研究の手法を，協同組織金融機関のひとつである労働金庫に適用した研究
を行った。具体的には，首藤（1985）の費用関数，粕谷（1986）の費用関数お
よび村上（1989）の費用関数とシェアー方程式との同時推定法（SURおよび
Ze1lner描cient推定法）を労働金庫に適用し，Wald検定を行った。
　上に示したように，各費用関数の推定結果は概ね良好であった。それに基づ
く仮説検定では，規模の経済性についてはIZEFを除いたすべてのケースで，
肯定的な結果が得られた。IZEFによる推定のケースが他の捷定方法の結果と
若干異なり，昭和55年度から60年度まで規模の不経済が検出されているが，61
年度以降は他の推定法と同じように規模の経済性の存在が示唆される結果に変
わっている。しかしながらその転換した原因は判然としていない。一方，範囲
の経済についてはほほすべてのケースで否定的な結果となった。さらに，その
結果も，同時推定法（IZEFおよびSUR）と単一式推定（KASUYAおよび
SUTOU）の二つのグループに分かれていることが図3－2から見て取れる。
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いずれにせよ，本研究の結果では，範囲の経済性ではなくむしろ範囲の不経済
が示唆されているが，しかしこれまでの業務の範囲についてであって，これか
らの新規業務についてではないことにくれぐれも注意する心要があろう。『中
問報告』や答申で示唆されたような新規業務に関する範囲の経済性の可能性を
検討するためには，情報や組織ネットワーク等も含めた，各生産要素のより精
密な実態的な研究などが必要になろう。
　筆者のサーベイ（1992）でも言及したが，本稿で行った費用関数の推定によ
る規模および範囲の経済性の存在を検証するというアプローチは，心ずしもそ
れらを生み出す源泉を明らかにするものではなく，それを明らかにするために
は，実態に密着した，よりミクロレベルでの実証研究で補完していく心要があ
ると思われる。本稿ではまったく扱うことができなかった各金庫の地域格差と
いう大きな問題もそこでは考慮することができようω。
　また，本稿で採用した生産物の定義のひとつの欠陥は，それが貸出利子率や
有価証券利回りの変化など，労働金庫の「生産技術」とは直接関係しない，そ
の時々の市場の需給関係をも反映していることである。この問題については，
さしあたり例えばこれ以外の生産物の定義を用いて再検証するといったことが
少なくとも心要となろう。さらにこの問題に関連して，市場の需給関係の変化
だけでなく，金融制度再編成にともなう市場の構造的変化が生じるような場合
には，本来の生産技術のみを反映する概念としての「範囲の経済性」に何らか
の再検訂を加える心要があるのではないだろうか。
　以上，本研究で採用した推定および検証方法について若干の問題点を見たが，
それらの方法が現存のこの種の実証研究でのひとつの標準的な方法であること
は疑いない。この標準的な分析手法を労働金庫に適用した結果は，先に纏めた
ように，（1）規模の経済性は認められるが，（2）範囲の経済性については少なくと
も本稿で採用した生産物の定義のもとでは認められないというものであった。
これらの結果は労働金庫の現在の課題である一本化と業務拡大に関して，一本
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化による規模の拡大には肯定的な根拠となり得るが，新たな業務の導入につい
ては，範囲の経済性，したがって効率化を生み出しうる源泉を的確にとらえる
ことが不可欠であることを示唆していると解釈することができよう。
注／1）牧田（1991）参照のこと。
　12〕1990年末では預金総額は約7兆2000億円に達してい私一方、運用面では，貸出残高が3兆
　　3877億円，有価証券残高が1兆2605億円，また金銭信託等を含む預け金が2兆5781億円となって
　　いる。
　（3〕労働金庫違合会は個々の労働金庫の中央機関であり，各金庫からの預り金を主として有価証券
　　に投資している。
　14〕この凹控の仮定は本来なら検証すべきであるが，本稿では満たされたものとする。
　15）ところで，労働金庫は私的企業ではなく，非営利なので，利潤極大化行動から導出される費用
　　関数そのものが不適切との意見もあろう。しかし，会員の生活向上に，直接，間接に役立つと言
　　う意味では，利潤極大化（費用最小化）行動は認められてよいであろう。
　（6〕生崖物については異なった定義も可能であろうが，本稿ではさしあたり村上の分類に依拠した。
　　要素価格については粕谷，村上の定義をほぽ踏襲してい乱
　（7〕首藤は普通銀行について1981－3隼にわたって検証し，規模の経済性は認められるが，範囲の
　　経済性は認められないとの結果を得ている。
　（8〕W百1d検定はt検定を一般化したもので，非練形制約の検定に便利であり，漸近的には尤度比
　　検定に一致する。これについては，TSP　Refereme　Manua1（Verslon4．0）を参照。
　（9）粕谷は都銀と地銀について昭和50－60年度にわたって検証し，規模の経済については，両グ
　　ループともに認められ，また範囲の経済についてもかなりの年慶で認められるという，首藤とは
　　対照的な結果を報告している。
　α⑪同時推定を行うことで，トランス1］グ型費関数を単一方程式推定を行う場合問題となる多重共
　　線僅をある程度回避できる。
　ll1〕村上は都銀の1969－86年のプーリングデータを前半と後半に分けて検証しており，規模の経済
　　性は後半のみに認められ，範囲の経済性（費用の補完性）は両期間ともマイナスで検出されたが，
　　有意ではないという，本稿で取り上げた実証研究の中では一番厳しい結果となっている。
　11勃1ZEFは実質的には最尤推定量と同一であり，またどのシェアー方程式を落としても1ZEFで
　　の艦定結果は不変であることがわかっている。和合（1983），Apostolakls（1988）およびTSP　Re－
　　fereme　M加u創（Versi㎝4．O）参照。
㈹　本稿には掲げていないが，生産物をフロー変数である経常収益ではなく，ストック変数として運
　　用資金残高を貸出金とそれ以外とに分けて同様の検証を行なった。その推計結果には経常収益の
　　場合と基本的な差異はみられなかった。
ω労働金庫の地域格差は大きいものがあり，例えば経常収益でみると，63年度で最大金庫が約455
　　億円に対し，最小金庫は約14億円と，約33倍の開きがある。さらに昭和50隼度代では，50倍から
　　40倍の開きがあったo
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